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電気事業法に基づく技術基準の解釈の改正要望及び 

民間規格の改定について 

 

平 成 １ ６ 年 ５ 月 ２ ４ 日 

日電規委１６第００７号 

日本電気技術規格委員会幹事 

 

日本電気技術規格委員会は、下記のとおり、電気事業法に基づく技術基準の解釈の改正

要望を審議し、経済産業省原子力安全・保安院に改正要請を行うことを予定しており、ま

た、民間が自主的に制定し使用している規格の改定の承認を予定しておりますので、お知

らせいたします。 

ご意見のある方は理由を付して文書でご提出下さい。 

 

１．件名 

 （１）「電気設備の技術基準の解釈（電技解釈）第33条（特別高圧配電用変圧器の施設）」

の改正要望について 

（２）民間自主規格「火力発電所の耐震設計規程」の改定について 

 

２．案件の趣旨・目的、内容等について 

 （１）「電技解釈第33条（特別高圧配電用変圧器の施設）」の改正要望について 

イ．改正要望を策定した委員会 

(社)日本電気協会の配電専門部会 

ロ．改正要望の趣旨、目的、内容等 

   昭和 57 年、これまで市街地外の屋外のみに施設制限されていた特別高圧配電用

変圧器について、電力需要の増大等に伴い、配電系統に特別高圧を導入するため、

特別高圧電線に特別高圧絶縁電線又はケーブルを使用することを前提とした上で、

その施設範囲を市街地まで拡大しました。近年では、電力損失の低減を目的に特別

高圧配電線のさらなる拡大が期待されており、より一層の設備の簡素化が望まれて

います。 

電技解釈第33条（特別高圧配電用変圧器の施設）の第１項第三号において、「変

圧器の２次電圧が高圧の場合は、高圧側に開閉器を施設する」旨が規定されていま

すが、この開閉器のあり方を検討したところ、「開閉器を施設しなくても保安面で

の問題がなく、また、開閉器の施設は電技解釈で規定する内容として必要な内容で

はない」という結論に至りました。そのため、開閉器の施設は不要と判断し、電技

解釈第33条第１項第三号の削除を経済産業省 原子力安全・保安院に要請しようと

するものです。 

（２）民間自主規格「火力発電所の耐震設計規程」の改定 
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イ．改定案を策定した委員会名 

(社)日本電気協会の火力専門部会 

   ロ．改定案の趣旨、目的、内容等 

  火力発電所は、多種多様な設備で構成されておりますが、その内火力発電所の

耐震設計等に関する考え方について、（社）日本電気協会の電気技術規程「火力発

電所の耐震設計規程」 (JEAC 3605)としてとりまとめたものを、平成12年 3月に

当委員会の規格(JESC T0001(1999))として承認しました。 

今回は、火力発電所の耐震設計に関連する法令・規格等に、レベル１、２地震

動による性能評価が導入されてきていることから、整合を図る目的で改定を行う

ものです。 

 

３．電技解釈の改正要請予定日及び民間自主規格制定予定日 

 平成１６年６月末又はそれ以降 

 

４．問い合わせ先・関連資料入手先・意見提出先 

 

日本電気技術規格委員会 事務局（（社）日本電気協会内） 

    電 話：03-3216-0553  内線 252 

      ＦＡＸ：03-3214-6005 

    所在地：〒100-0006 東京都千代田区有楽町1-7-1 有楽町電気ビル北館４階 

 

５．意見提出期限 

 平成１６年６月２５日（金） 

 

  なお、提出いただいたご意見等は、氏名を伏せて公表する場合がありますので、ご了

承下さい。 

 

備考： 日本電気技術規格委員会は、電気事業法の審査基準に引用されるような民間規格・

基準等を審議、承認する公正・中立な民間規格策定機関として平成９年に設立され

た委員会で、上記案件は、委員会の規約に基づいて公表するものです。 

    上記案件が日本電気技術規格委員会において承認された場合には、1．（1）につい

ては原子力安全・保安院に対して電技解釈の改正の要望を行う予定です。 

また、1．(2）の規格は、電気事業法に係る発電用火力設備の保安確保に寄与する

民間自主規格として関係者に広く利用してもらうことを目的に、制定された規格で

すが、今般日本電気技術規格委員会の規格として改定の承認をしようとするもので

す。 

 


